
○R2～方針の転換
・国保運営方針策定要領改定（R2.5） 「将来的には、都道府県での保険料水準の統一を目指すこと」

・国民健康保険法改正（R3.6）※R6.4.1施行 国保運営方針の記載事項に「保険料水準の平準化」が追加

・大分県国保運営方針見直し（R3.3） 「将来的には、県内の国保税水準の統一を目指す方向で議論」
・R4～次期国保運営方針（R6～R11）に、統一時期や形式等保険税水準統一の方向性を明記できるよう市町村と協議中

○H30～国保改革の実施＝財政運営の都道府県単位化
・国保運営方針策定要領
「保険税率については、市町村ごとに設定することを基本としつつ、（中略）都道府県ごとに保険料率を一本化することも可能」

国民健康保険税水準の統一について

（理想像） 完全統一・・・同一都道府県内において、同じ所得水準・同じ世帯構成であれば、同じ保険税水準

２.大分県の動き

１．国の動き

○H30～国保財政運営の責任主体
⇒県全体の必要な保険給付費について、医療費水準などに応じて、18市町村ごとに国保事業費納付金を決定・収納
保険税は、県の示す標準保険税率を参考に、各市町村ごとに決定

・大分県国保運営方針（H30～R５） 将来的には、県内統一の保険税率については、検討すべき課題

○R2～国の方針転換に呼応

４.統一の方向性

①市町村数が少ない 18市町村 全国3位 ②全て保険税で統一 ③保険税の計算方法が３方式で統一（所得割・均等割・平等割）

④法定外繰入市町村なし（R5） ⑤市町村の最大・最小医療費水準の差が小さい 全国2位（H29～R元平均）

○今後見込まれる人口減少、少子高齢化、被用者保険適用拡大に伴い、被保険者数は減少する一方、１人当たり医療費は上昇⇒保険税上昇

○高額医療費や所得の変動等の影響を受けやすく、財政運営が不安定な小規模保険者の増加

３.大分県の財政状況

市町村相互で支え合う仕組みづくりへ＝統一保険税の導入 大分県は統一の条件がそろっている
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